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(57)【要約】
【課題】円形内周面を備えた容器体Ａに対して外部から
の操作が可能に螺軸41付きの操作ハンドルＣを設け、容
器体Ａに対する操作ハンドルＣの相対回動により、螺軸
41が回転して螺軸41に内周縁を螺着した中皿Ｅが上昇し
、中皿Ｅ上方の収容液を押し上げる如く構成した容器で
あって、中皿外周と容器体内周との間の液漏れの虞がな
く、しかも、簡単な構造で円滑な中皿の上昇が可能であ
る中皿の上昇機構を備えた容器を提案する。
【解決手段】中皿Ｅ外周の容器体Ａ内周部分との摺動部
分下方に、容器体Ａ内周部に外周縁を圧接するエラスト
マー製の回動防止用突部61を固着した。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下部から上部に亘り同サイズの円形内周面を備えた容器体（Ａ）と、容器体（Ａ）の底
部に容器体（Ａ）に対して相対回動が可能に且つ外部からの操作が可能に設けるとともに
、容器体（Ａ）内に螺軸（41）を立設した操作ハンドル（Ｃ）と、螺軸（41）に内周縁を
螺着するとともに、外周縁を容器体（Ａ）内周面に嵌合した中皿（Ｅ）とを備え、容器体
（Ａ）に対する操作ハンドル（Ｃ）の相対回動による螺軸（41）の回転で中皿（Ｅ）が上
昇し、中皿（Ｅ）上方の収容液を押し上げる如く構成した容器であって、中皿（Ｅ）外周
の容器体（Ａ）内周部分との摺動部分下方に、容器体（Ａ）内周部に外周縁を圧接するエ
ラストマー製の回動防止用突部（61）を固着したことを特徴とする中皿の上昇機構を備え
た容器。
【請求項２】
　周方向等間隔に、同形態の回動防止用突部（61）を複数突設した請求項１記載の中皿の
上昇機構を備えた容器。
【請求項３】
　回動防止用突部（61）を、中皿（Ｅ）外周にインサート成形により固着した嵌着筒60よ
り一体に突設した請求項１又は請求項２のいずれか１項に記載の中皿の上昇機構を備えた
容器。
【請求項４】
　回動防止用突部（61）を、中皿（Ｅ）外周にインサート成形により基端部を固着して突
設した請求項１又は請求項２のいずれか１項に記載の中皿の上昇機構を備えた容器。
【請求項５】
　回動防止用突部（61）を、所定方向に傾倒した状態で外縁を容器体（Ａ）内周部に摺動
可能に圧接した請求項１乃至請求項４のいずれか１項に記載の中皿の上昇機構を備えた容
器。
【請求項６】
　回動防止用突部（61）の下方の中皿（Ｅ）外周に、容器体（Ａ）内周に摺動上昇可能に
嵌合する環状の安定上昇用突部（56）を突設した請求項１乃至請求項５のいずれか１項に
記載の中皿の上昇機構を備えた容器。
【請求項７】
　螺軸（41）の上端を容器体（Ａ）の上端に嵌着した中蓋（Ｂ）裏面に回動可能に嵌合さ
せた請求項１乃至請求項６のいずれか１項に記載の中皿の上昇機構を備えた容器。
【請求項８】
　容器体（Ａ）と操作ハンドル（Ｃ）との間に、相互の回動を所定方向に規制する回動規
制手段を備えている請求項１乃至請求項７のいずれか１項に記載の中皿の上昇機構を備え
た容器。
　　　　　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は中皿の上昇機構を備えた容器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　容器体内の中皿が上昇する上昇機構を備え、該上昇機構の操作で中皿を上昇させてその
上方の収容液を上昇させる如く構成した容器が提案されている。（例えば、特許文献１参
照）
【０００３】
　特許文献１に記載された容器は、容器体外部から操作が可能な操作ハンドルと、容器体
内に立設した操作ハンドルの螺軸に内周縁を螺着した中皿とを備え、操作ハンドルの回動
で螺軸が回転し、中皿が上昇する如く構成したものである。容器体の内周縁が円形のもの
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の場合には螺軸の回動とともに中皿も回動してしまう虞があり、収容物の円滑な注出が行
われない虞がある。従って、螺合部分の摩擦力に抗する力が周縁部に働く如く構成してお
り、例えば、外周縁の摩擦力が摺動可能な範囲で螺合部分の摩擦力より大きく構成してい
る。　
【０００４】
　この様な相互の回転を防止して円滑な中皿の上昇を行うために中皿外周部の容器体内周
面との当接面積を考慮する等の手段が考えられるが、相互の回転防止に関してはいまだ改
良の余地があった。
【０００５】
　この様な点を考慮して容器体の周壁内面に凹溝を縦設し、一方、中皿の外周に凹溝に上
下動可能に嵌合する突条を突設することで容器体に対する中皿の相対回動を防止し、牽い
ては円滑な中皿の上昇を可能としている容器も提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００８－２０６７２３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら後者の場合には容器体内のシール性に問題があり、収容物が液の場合には
凹溝と突条との嵌合部分から液が漏出する虞が生じる。
【０００８】
　本発明は上記した点に鑑みてなされたもので、容器体内に上昇可能に嵌合させた中皿を
上昇させる上昇機構を備えた容器であって、中皿外周と容器体内周との間の液漏れの虞が
なく、しかも、簡単な構造で円滑な中皿の上昇が可能である中皿の上昇機構を備えた容器
を提案する。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　第１の手段として、以下の通り構成した。即ち、下部から上部に亘り同サイズの円形内
周面を備えた容器体Ａと、容器体Ａの底部に容器体Ａに対して相対回動が可能に且つ外部
からの操作が可能に設けるとともに、容器体Ａ内に螺軸41を立設した操作ハンドルＣと、
螺軸41に内周縁を螺着するとともに、外周縁を容器体Ａ内周面に嵌合した中皿Ｅとを備え
、容器体Ａに対する操作ハンドルＣの相対回動による螺軸41の回転で中皿Ｅが上昇し、中
皿Ｅ上方の収容液を押し上げる如く構成した容器であって、中皿Ｅ外周の容器体Ａ内周部
分との摺動部分下方に、容器体Ａ内周部に外周縁を圧接するエラストマー製の回動防止用
突部61を固着した。
【００１０】
　第２の手段として、以下の通り構成した。即ち、前記第１の手段に於いて、周方向等間
隔に、同形態の回動防止用突部61を複数突設した。
【００１１】
　第３の手段として、以下の通り構成した。即ち、前記第１の手段又は第２の手段のいず
れかの手段に於いて、回動防止用突部61を、中皿Ｅ外周にインサート成形により固着した
嵌着筒60より一体に突設した。
【００１２】
　第４の手段として、以下の通り構成した。即ち、前記第１の手段又は第２の手段のいず
れかの手段に於いて、回動防止用突部61を、中皿Ｅ外周にインサート成形により基端部を
固着して突設した。
【００１３】
　第５の手段として、以下の通り構成した。即ち、前記第１の手段乃至第４の手段のいず
れかの手段に於いて、回動防止用突部61を、所定方向に傾倒した状態で外縁を容器体Ａ内
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周部に摺動可能に圧接した。
【００１４】
　第６の手段として、以下の通り構成した。即ち、前記第１の手段乃至第５の手段のいず
れかの手段に於いて、回動防止用突部61の下方の中皿Ｅ外周に、容器体Ａ内周に摺動上昇
可能に嵌合する環状の安定上昇用突部56を突設した。
【００１５】
　第７の手段として、以下の通り構成した。即ち、前記第１の手段乃至第６の手段のいず
れかの手段に於いて、螺軸41の上端を容器体Ａの上端に嵌着した中蓋Ｂ裏面に回動可能に
嵌合させた。
【００１６】
　第８の手段として、以下の通り構成した。即ち、前記第１の手段乃至第７の手段のいず
れかの手段に於いて、容器体Ａと操作ハンドルＣとの間に、相互の回動を所定方向に規制
する回動規制手段を備えている。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、下部から上部に亘り同サイズの円形内周面を備えた容器体Ａで、容器
体内周面には凹溝が縦設されていないため中皿Ｅと容器体Ａ内周の摺動部分から下方への
液の漏出の虞がなく、しかも、回動防止用突部61は液と接触せずに回動防止機能を発揮す
ることができて滑らず、従って、回動防止用突部61の存在で容器体Ａに対する中皿Ｅの相
互回動を確実に防止して、中皿Ｅの円滑な上昇を行うことができる。
【００１８】
　周方向等間隔に、同形態の回動防止用突部61を複数突設した場合には、中皿Ｅ外面への
摺動摩擦力が均等に掛かり、より円滑な中皿Ｅの上昇が可能となる。
【００１９】
　回動防止用突部61を、中皿Ｅ外周にインサート成形により固着した嵌着筒60より一体に
突設した場合には、固定された回動防止用突部61が強固に固定されて中皿Ｅから外れる等
の不都合をより確実に防止でき、また、インサート成形であるため、正確な位置に突設す
ることができる利点もある。
【００２０】
　回動防止用突部61を、中皿Ｅ外周にインサート成形により基端部を固着して突設した場
合には、同様に回動防止用突部61を中皿Ｅの正確な位置に突設することができる利点があ
る。
【００２１】
　回動防止用突部61を、所定方向に傾倒した状態で外縁を容器体Ａ内周部に摺動可能に圧
接した場合には、回動防止用突部61は液と接触せずに回動防止機能を発揮することができ
て滑らず、また、中皿Ｅが螺軸41の回転により仮に螺軸41と一緒に廻ってしまうであろう
方向に向かって傾倒して弾性的に圧接しているため、回動してしまうであろう方向への抗
力が大きく作用して回転の防止をより図れるものである。
【００２２】
　回動防止用突部61の下方の中皿Ｅ外周に、容器体Ａ内周に摺動上昇可能に嵌合する環状
の安定上昇用突部56を突設した場合には、中皿Ｅの上昇時にガタつき等をより確実に防止
することができ、更なる円滑な上昇が可能となる。
【００２３】
　螺軸41の上端を容器体Ａの上端に嵌着した中蓋Ｂ裏面に回動可能に嵌合させた場合には
、螺軸41の回転のブレをなくしこの点からも円滑な中皿Ｅの上昇が可能となり、また、螺
軸と中皿Ｅとの螺合部分のシール性をより確実に行える利点もある。
【００２４】
　容器体Ａと操作ハンドルＣとの間に、相互の回動を所定方向に規制する回動規制手段を
備えている場合には、操作ハンドルＣを逆廻しするという不都合を確実に防止できる。
【図面の簡単な説明】
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【００２５】
【図１】容器の縦断面図である。（実施例１）
【図２】中皿の縦断面図である。（実施例１）
【図３】図２のｘ－ｘ線に沿う横断面図である。（実施例１）
【図４】容器の縦断面図である。（実施例２）
【図５】容器の縦断面図である。（実施例３）
【図６】中皿の縦断面図である。（実施例４）
【図７】図６のｙ－ｙ線に沿う横断面図である。（実施例４）
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、本発明の形態を図面を参照して説明する。
【００２７】
　図１乃至図３は中皿の上昇機構を備えた容器（以下、単に容器という）の一例を示し、
図中１は容器を示す。容器１は、容器体Ａと、中蓋Ｂと、操作ハンドルＣと、螺軸部材Ｄ
と、中皿Ｅと、突部形成部材Ｆと、キャップＧとを備えている。
【００２８】
　容器体Ａは、円筒形の周壁10の上端部に、それぞれ円筒形をなす下段11ａ，中段11ｂ，
上段11ｃの三段に順次縮径した口頸部11を起立している。中段11ｂの外周には螺条を、上
段11ｃの外周には係止突条をそれぞれ突設している。また、容器体周壁10の下端外周に、
操作ハンドルＣを回動可能に嵌合させるための環状凹部12を形成し、環状凹部12内の容器
体周壁10上部には係止突条を突周設している。
【００２９】
　また、容器体周壁10の下端部対向位置には、操作ハンドルＣの回動規制手段を付与する
ための係止突部13を突設している。係止突部13は周方向一側面を傾斜面に、他側面を垂直
面に形成しており、後述する係合突部に順次乗り越え係合する。操作ハンドルＣの回動規
制手段に関しては後述する。
【００３０】
　中蓋Ｂは、口頸部11の外周上端部に、突条相互の乗り越え係合による抜け出しを防止し
て、嵌合筒20を嵌合させ、嵌合筒20上端縁より延設した頂板21により口頸部11の上端開口
を閉塞している。頂板21の裏面中央より筒部22を垂設し、筒部22の外周上端部には周方向
複数の係止リブ23を突設し、更に、各係止リブ23上方の頂板21に複数の注出口24を穿設し
ている。また、頂板21の下面から垂設したシール筒を口頸部11の上段11ｃ内周に液密に嵌
合させている。
【００３１】
　操作ハンドルＣは、容器体Ａの環状凹部12に、容器体周壁10との相互の回動が可能に且
つ突条相互の乗り越え係合による下方への抜け出しを図って、嵌合させた回動筒部30を備
え、回動筒部30の下端より延設した底板31の上面より螺軸部材Ｄを固定するための固定筒
32を起立している。固定筒32の外周には、周方向多数の縦リブを縦設している。
【００３２】
　螺軸部材Ｄは、操作ハンドルＣに嵌着した嵌着基部40より螺軸41を起立している。螺軸
41の外周には螺条を周設している。嵌着基部40は、操作ハンドルＣの固定筒32外周に嵌合
させた周壁部40ａを備えている。周壁部40ａは、内周面に周方向多数縦設した縦リブを固
定筒32外周に周方向多数縦設した縦リブと係合させることで相互の回動を防止して嵌合さ
せている。また、周壁部40ａの下端縁より外方へ延設したフランジ部40ｂの外周縁を回動
筒部30の内周下端部に上方への抜け出しを防止して嵌着している。抜け出し防止は回動筒
部30の内周に突設した突条下面に周縁部を乗り越え係合させること行っている。また、周
壁部40ａの上端より延設したフランジ状の頂壁部40ｃの内周縁より螺軸41を起立しており
、その上端を中蓋Ｂの筒部22外周に回動可能に嵌合させている。従って、操作ハンドルＣ
と螺軸部材Ｄとは一体動する如く構成している。
【００３３】
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　フランジ部40ｂの上面には周方向等間隔に係合突部42を突設しており、係合突部42の周
方向一側面は垂直面に、他側面は傾斜面に形成されている。そして、この係合突部42と係
止突部13とで、容器体Ａと操作ハンドルＣとの間に、相互の回動を所定方向に規制する回
動規制手段を構成する。操作ハンドルＣを容器体Ａに対して所定方向に回動させると係合
突部42と係止突部13の傾斜面相互が当接して相互に乗り越えることができ、逆方向に回動
させると係合突部42と係止突部13の垂直面が係合してその方向の相互回動が不能となる如
く構成している。
【００３４】
　中皿Ｅは、図２及び図３に単独で示す如く、内周壁50と外周壁51とを、頂壁52で連結し
た形態を採っており、頂壁52は内周壁50の上端縁より傾斜上昇した後湾曲下降して外周縁
を外周壁51上端縁と連結している。また、頂壁52を下方へへこませた凹部を、平面視十字
形状に凹設している。内周壁50の内面には螺軸41外周の螺条と螺合する螺条を周設してい
る。尚、螺合部分は充分な液密性を持って螺合させている。また、内周壁50と外周壁51と
の間には支持板53を掛け渡しており、支持板53は周方向複数掛け渡している。また、外周
壁51の下部は大径部51ａに形成しており、大径部51ａの上端部に環状のシール突部54を突
設している。
【００３５】
　突部形成部材Ｆは、天然ゴムや合成ゴム等を含むエラストマーより形成されたもので、
中皿Ｅに回動防止用突部61を設けるためのものである。突部形成部材Ｆは回動防止用突部
61と嵌着筒60とを備えている。この場合の突部形成部材Ｆは、シール突部54下方の大径部
51ａに嵌着筒60をインサート成形により埋設固定しており、嵌着筒60の対向位置に一対の
回動防止用突部61を一体に突設している。回動防止用突部61は、図３に示す如く、回動し
てしまうであろう所定方向に向かって傾倒して突設した、即ち、所定方向に湾曲或いは傾
斜突設した横断面形状をなしており、対向する位置に一対設けている。尚、回動してしま
うであろう所定方向とは、螺軸41の回転により仮に螺軸41と一緒に廻ってしまうであろう
方向を示す。
【００３６】
　尚、回動防止用突部61の形態は上記したものに限らず、例えば、図６及び図７に示す如
く、シール突部54下方の大径部51ａにインサート成形により埋設固定した嵌着筒60より所
定間隔を開けた三本の突起を突設した回動防止用突部61として構成してもよく、その他の
構成であっても良く、エラストマーで形成されて外周縁を容器体周壁10内周面に摺動させ
る形態のものであれば良い。
【００３７】
　また、回動防止用突部61の突設個所は上記した二箇所に限らず１個所であっても複数個
所であっても良いが、中皿Ｅの円滑な作動を考慮すれば同形態の回動防止用突部61を周方
向等間隔に複数突設することが好ましい。この場合の同形態とは、図３に示す如き一本の
突起で構成する回動防止用突部61の場合も、図７に示す如き複数本の突起で構成する回動
防止用突起61の場合もそれぞれ一形態として考慮する。
【００３８】
　更に、回動防止用突部61下方の大径部51ａ下端部には、中皿Ｅの上昇をより安定したも
のとするための安定上昇用突部56を突周設している。中皿Ｅは、図１に示す如く、内周を
螺軸41外周に螺着させ、外周のシール突部54、回動防止用突部61及び安定上昇用突部56を
それぞれ周壁10内周に密嵌させて装着するが、シール突部54は主として液密性の付与に関
与し、回動防止用突部61は主として相互の回動防止に寄与し、安定上昇用突部56は主とし
て上昇時のガタツキ防止に寄与する。
【００３９】
　キャップＧは、口頸部11の中段11ｂに螺合した周壁の上端より頂壁を延設した伏皿状を
なし、容器体Ａに対して着脱可能に装着している。
【００４０】
　上記の如く構成した容器１は、図１の状態からキャップＧを外し、容器体Ａに対して操
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作ハンドルＣを相対回動させると、操作ハンドルＣと一体に螺軸部材Ｄが回動し牽いては
螺軸41が一体に回転し、それに伴って中皿Ｅが上昇し、中皿Ｅ上方の容器体Ａ内に収容さ
れた液が注出口24より押し出されて使用が可能となる。螺軸41の回動による中皿Ｅの上昇
の際には、回動防止用突部61の存在により中皿Ｅが螺軸41と一緒に回転してしまい上昇し
ないという不都合を確実に防止する。
【００４１】
　図４は他の例を示し、図１の例に於いて、中蓋Ｂの上に塗布体Ｈを設けた例を示す。中
蓋Ｂの構成は基本的には図１の例と類似し、本例では頂板21の上面周縁部から支持筒部25
を起立し、また、筒部22を頂板21を貫通して支持筒部25上方位置まで上端を突出させ、更
に筒部22の外周にリブ26を介して筒27起立している。また、塗布体Ｈは、合成樹脂発泡体
等の多孔性物質で構成された中空円柱状の塗布部80を備え、塗布部80内周を筒27の外周に
嵌着させ、また、塗布部80の外周に嵌着したフランジより嵌合筒を垂設した固定枠81を、
その嵌合筒を支持筒部25外周に抜け出しを防止して嵌着している。キャップＧは塗布体Ｈ
の形状に合わせて塗布体Ｈが収納可能な形状をなし容器体Ａに対して着脱可能に設けてい
る。その他の構成は図１の例と同様であるため説明を省略する。
【００４２】
　この場合には容器体Ａ内の液を塗布体Ｈの塗布部80を介して塗布することができる。
【００４３】
　図５は更に他の例を示し、図１の例に於いて、中蓋Ｂの上に塗布液の引き延ばし用のヘ
ラを設けた例を示す。中蓋Ｂの構成は基本的には図１の例と類似し、本例では筒部22を頂
板21を貫通してその上方まで起立させ、その外周に支持筒部25を起立し、支持筒部25と筒
部22とはリブ26で連結している。また、支持筒部25外周にヘラ部材Ｉを嵌着している。ヘ
ラ部材Ｉは、支持筒部25外周に嵌着させた嵌着筒部の上端に、先端が斜めに傾斜した板状
のヘラ部90を延設し、ヘラ部90に注出口91を開口している。そして、容器体Ａ内から支持
筒部25と筒部22との間をとおり、注出口91に連通する如く構成している。また、キャップ
Ｇの頂壁52裏面から注出口91に嵌合する棒栓70を垂設している。その他の構成は図１の例
と同様であるため、説明を省略する。
【００４４】
　上記各例にある如く、容器の吐出部の形態は種々採用でき、これらに限られるものでは
ない。また、上記各部材の材質は特に限定はないが、材質としては合成樹脂等が好ましく
採用できる。また、上記各例に於いては、回動防止用突部61をインサート成形により中皿
Ｅに固着した例を示しているが、嵌着により回動防止用突部61を中皿Ｅに固定しても良い
。
【符号の説明】
【００４５】
１…中皿の上昇機構を備えた容器
Ａ…容器体
10…周壁、11…口頸部、11a …下段、11b …中段、11c …上段、12…環状凹部、
13…係止突部
Ｂ…中蓋
20…嵌合筒、21…頂板、22…筒部、23…係止リブ、24…注出口、25…支持筒部、
26…リブ、27…筒
Ｃ…操作ハンドル
30…回動筒部、31…底板、32…固定筒
Ｄ…螺軸部材
40…嵌着基部、40a …周壁部、40b …フランジ部、40c …頂壁部、41…螺軸、
42…係合突部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Ｅ…中皿
50…内周壁、51…外周壁、51a …大径部、52…頂壁、53…支持板、54…シール突部、
56…安定上昇用突部
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Ｆ…突部形成部材
60…嵌着筒、61…回動防止用突部
Ｇ…キャップ
70…棒栓
Ｈ…塗布体
80…塗布部、81…固定枠
Ｉ…ヘラ部材
90…ヘラ部、91…注出口
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